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参加者の有無を確認する公募手続きに係る 

参加意思確認書の提出を求める公示 

 

令和２年 ５月２９日 

中部地方整備局長  

勢田 昌功  

 

次のとおり、参加意思確認書の提出を招請します。 

 

１．当該招請の主旨 

本件は、岐阜法務総合庁舎の既設のエレベーター設備（以下「当該設備」という。）

の改修工事に関する公示である。 

対象となる改修工事は、当該設備の更新であり、当該設備と取り合う既存施設への影

響などの検討や対策を含むものである。 

よって、本改修工事は、当該設備の当初受注者を契約の相手方とする契約手続きを行

う予定者（特定予定者）としているが、特定予定者以外の者で以下の応募要件を満たし、

当該設備の改修工事の契約を希望する者の有無を確認する目的で、参加意思確認書を招

請する公募を実施するものである。 

なお、３．の応募要件を満たすと認められる者（以下、「応募認定者」という。）が

いる場合にあっては、一般競争入札にて調達を実施するものとする。 

また、必要により参加意思確認書の内容確認ヒアリングを実施する場合がある。 

 

２．工事概要 

(1) 工事件名 令和２年度 岐阜法務総合庁舎エレベーター設備改修工事 

(2) 工事場所 岐阜県岐阜市美江寺２丁目８ 

(3) 対象設備 岐阜法務総合庁舎のエレベーター設備 

なお、内訳は別紙１「対象設備一覧表」参照のこと。 

(4) 工事内容 岐阜法務総合庁舎のエレベーター設備の更新を行う。 

なお、詳細は別添資料「工事説明書」参照のこと。 

(5) 工  期 契約締結の翌日から令和３年３月２５日 

 

３．応募要件 

参加意思確認書の提出書に付す応募要件は次のとおりとする。 

(1) 基本的要件 

①予算決算及び会計令（昭和 22 年勅令第 165 号）第 70 条及び第 71 条の規定に該

当しない者であること。 

②中部地方整備局（港湾空港関係を除く。）における機械設備工事の令和元・２年

度一般競争参加資格の認定を受けていること。（会社更生法（平成 14 年法律第
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154 号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成

11 年法律第 225 号）に基づき再生手続き開始の申し立てがなされている者につい

ては、手続開始の決定後、中部地方整備局長が別に定める手続に基づく令和元・

２年度一般競争参加資格の再認定を受けていること）。 

③会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法に基

づき再生手続き開始の申し立てがなされている者（上記②の再認定を受けた者を

除く。）でないこと。 

④中部地方整備局長から工事請負契約に係る指名停止等の措置要領（昭和 59 年 3 月

29 日付け建設省厚第 91 号）に基づく指名停止中でないこと。 

⑤中部地方整備局（港湾空港関係を除く。）が発注した工事のうち、平成 27 年 4 月

1 日から平成 31 年 3 月 31 日での 4 年間に完成・引き渡された工事の実績がある

場合においては、当該工種に係る工事成績評定点の平均が 65 点以上であること。

なお、当該工種とは、21 工種の各工種区分をいう。 

⑥ 本工事に係る以下に掲げる設計業務等の受託者又は当該受託者と資本もしくは

人事面において関連がある建設業者でないこと。 

 ・Ｈ３１岐阜法務総合庁舎設備改修設計業務 株式会社 河口設計 

  また、上記の「本工事に係る以下に掲げる設計業務等」以外の業務のうち以下

に示す発注者を支援する業務の受託者又は当該受託者と資本若しくは人事面にお

いて関連がある者でないこと。 

中部地方整備局に係る以下の業務 

・令和２年度 総合評価技術審査業務（一社）パブリックサービス 

 なお、設計業務等の受託者が設計共同体である場合は、設計共同体の各構成員

又は当該構成員と資本若しくは人事面において関連ある建設業者でないこと。 

⑦入札に参加しようとする者の間に以下の基準のいずれかに該当する関係がないこ

と（基準に該当する者のすべてが共同企業体の代表者以外の構成員である場合を

除く。）。なお、上記の関係がある場合に、辞退する者を決めることを目的に当

事者間で連絡を取ることは、競争契約入札心得第 4 条の３第２項の規定に抵触す

るものではないことに留意すること。 

１） 資本関係 

以下のいずれかに該当する二者の場合。 

(イ) 子会社等と親会社等の関係にある場合 

(ロ) 親会社等を同じくする子会社等同士の関係にある場合 

２） 人的関係 

以下のいずれかに該当する二者の場合。ただし、(イ)については、会社等の一

方が民事再生法第２条第４号に規定する再生手続が存続中の会社等又は更生会

社である場合を除く。 

(イ) 一方の会社等の役員が、他方の会社等の役員を現に兼ねている場合 

(ロ) 一方の会社等の役員が、他方の会社等の民事再生法第 64 条第２項又は

会社更生法第 67条第１項の規定により選任された管財人を現に兼ねて

いる場合 
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３） その他入札の適正さが阻害されると認められる場合 

組合（共同企業体を含む。）とその構成員が同一の入札に参加している場合。

その他上記１）又は２）と同視しうる資本関係又は人的関係があると認められ

る場合 

⑧建設業法に基づく本店、支店又は営業所が、以下に所在すること。 

また、経常建設共同企業体として申請書等を提出する場合は、有資格者名簿に記

載されている共同企業体の本店所在地が、上記区域内であること。 

・本店、支店又は営業所の所在地として設定した地域は以下に示す区域である。 

中部地方整備局管内 

⑨警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者又はこれに準ずるも

のとして、国土交通省発注工事等からの排除要請があり、当該状態が継続してい

る者でないこと。 

 (2) 実績に関する要件 

①平成 17 年度以降に、元請けとして、完成・引渡が完了した、下記に示す同種工事

を施工した実績を有すること。（共同企業体の構成員としての実績は、出資比率

が 20％以上の場合のものに限る（乙型にあっては分担工事の実績に限るものと

し、出資比率は問わない））。 

経常建設共同企業体にあっては、いずれかの構成員が、平成 17 年度以降に元請

けとして下記に示す同種の工事を施工した実績を有すること。 

ただし、同種工事は機械設備工事を施工した実績（発注者は限定しない（民間

の実績でも可とする）が、個人住宅は除く。）に限る。 

ただし、発注者から企業に対して通知された評定点が 65 点以上の実績に限る。

（工事評定が実施されていない実績や評定点が企業に通知されていない実績にあ

っては、検査に合格したことを証明する書類又は、引渡しが完了したことを証明

する書類をもって 65 点と見なす。) 

同種工事：新設又は全更新工事で、下記ⅰ～ⅲの要件を満たす施工実績。 

     なお、ⅰ～ⅲは同一機器で満たすこと。 

     ⅰ形式 ロープ式（機械室なしを含む） 

     ⅱ用途 乗用、人荷共用又は寝台用のエレベーター 

     ⅲ定員 １１人乗り以上 

(3) 配置予定技術者について 

 次に掲げる基準を満たす主任技術者又は監理技術者（以下「技術者」という。）

を当該工事に専任で配置できること。 

①（ア）監理技術者を配置する場合は、以下に示すいずれかの資格を有する者であ    

ること。 

 ･ 技術士（機械部門、総合技術監理部門（選択科目を「機械部門」に係るもの

とするものに限る。）に合格した者） 

 ･ 以降に記載する(イ)に示す要件に該当する者のうち、発注者から建設工事（本

工事同様の工事種別のみ考慮する）を直接請負、その請負代金の額が 4,500 万

円以上であるものに関し二年以上指導監督的な実務の経験を有する者（指定建
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設業７業種以外の 22 業種の場合） 

･ これらと同等以上の資格を有するものと国土交通大臣が認定した者（建設業

法第 15 条第２号ハ該当「建設省告示第 128 号（平成元年１月 30 日）最終改

正：平成 12 年 12 月 12 日建設省告示第 2345 号」を参照） 

 （イ）主任技術者を配置する場合は、（ア）に示す要件に該当する者、もしくは、

以下に示すいずれかの資格を有する者であること。 

･ 登録基幹技能者講習を修了した者（「国土交通省告示第 435 号（平成 30 年３

月 15 日）」を参照） 

･ 建設業に係る建設工事（機械設備工事）について、建築工学、電気学、機械工

学に関する学科を卒業後、以下の実務経験を有する者であること。 

 A：.高等学校（旧中学校令による実業学校を含む）、専修学校専門課程 ５年

以上 

B：高等専門学校（旧専門学校令による専門学校を含む）、専門士 ３年以上 

C：大学（旧大学令による大学を含む）、高度専門士      ３年以上 

･ 建設業に係る建設工事（機械設備工事）に関し 10 年以上実務の経験を有する

者 

･ これらと同等以上の資格を有するものと国土交通大臣が認定した者（「建設

業法施行規則第７条の三」及び「国土交通省告示第 1424 号（平成 17 年 12 月 16

日）最終改正：平成 28 年５月 17 日 国土交通省告示第 746 号」を参照） 

 

②同一の者が平成 17 年度以降に元請けの技術者として、完成・引き渡しが完了し

た、下記に示す工事の経験を有する者であること（ただし、配置する技術者が平

成 17 年度以降に産前産後休暇及び育児休暇を取得している場合、その期間に相

当する日数を実績評価期間以前に加えることができる。）（品質証明員、土木工

事品質確認技術者としての経験は除く。）（共同企業体の構成員としての経験は、

出資比率が 20％以上のものに限る（乙型にあっては分担工事の実績に限るものと

し、出資比率は問わない。）。）。 

ただし、同種工事は機械設備工事を施工した実績（発注者は限定しない（民間

の実績でも可とする）が、個人住宅は除く。）に限る。 

ただし、発注者から企業に対して通知された評定点が 65 点以上の実績に限る。

（工事評定が実施されていない実績や評定点が企業に通知されていない実績に

あっては、検査に合格したことを証明する書類又は引渡しが完了したことを証

明する書類をもって 65 点と見なす。) 

 同種工事：新設又は全更新工事で、下記ⅰ～ⅱの要件を満たす施工実績。 

      なお、ⅰ～ⅱは同一機器で満たすこと。 

      ⅰ形式 ロープ式（機械室なしを含む） 

      ⅱ用途 乗用、人荷共用又は寝台用のエレベーター 

       

経常建設共同企業体にあっては、一人で(3)①の基準を満たし、上記②に掲げ

る同種工事の実績を有した技術者を構成員の何れかで１名、専任で配置できる
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こと。残りの構成員においては上記の(3)①の基準を満たす技術者を配置できる

こと。 

なお、入札後の措置として、建設業法施行令第２７条第１項で定める金額の３

倍未満で契約した企業においては、上記(3)①の基準を満たし、上記②の同種工

事の実績を有した技術者を１名専任とすることで、残りの構成員が配置する技

術者は専任を要しない。 

③ 配置予定技術者と直接的かつ恒常的な雇用関係があること。 

④ 当該工事を受注した場合において、監理技術者が必要となる工事にあっては、

配置予定技術者が監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了証を有する者で

あること。 

(4) 技術力に関する要件 

エレベーター設備の工場製作にかかる設計、工程管理、検査・試験に関する自ら

の体制を証明できること 

 

 

４．手続等 

(1) 担当部局 

〒４６０－８５１４ 愛知県名古屋市中区三の丸二丁目 5 番 1 号 

中部地方整備局 総務部 契約課 契約第一係 

電 話：０５２－９５３－８１３８、FAX：０５２－９５３－８１９９ 

(2) 工事説明書の交付期間、場所及び方法 

交付期間：令和２年５月２９日（金）から令和２年６月８日（月）まで 

（土曜日、日曜日及び祝日を除く毎日９時１５分から１８時００分まで） 

交付場所：上記(1) に同じ 

(3) 参加意思確認書の提出期限、場所及び方法 

提出期限：令和２年６月８日（月） １２時００分 

提出場所：上記(1) に同じ。持参、郵送（書留郵便等記録が残るもの）または FAX

（着信確認を行うこと）すること。 

(4) 質問の受付期限、場所及び方法 

受付期限：令和２年６月２日（火） １６時００分 

提出場所：上記(1) に同じ。持参、郵送（書留郵便等記録が残るもの）または FAX

（着信確認を行うこと）すること。 

(5) 質問の回答日、場所及び方法 

回 答 日：令和２年６月４日（木）、５日（金）の２日間 

回答方法：上記(1) において回覧に付する。 

(6) 参加意思確認書の内容確認ヒアリングの実施連絡 

実施する場合の連絡日：令和２年６月９日（火） 

実施場所：上記(1) に同じ。 

(7) 審査結果通知予定日 

通知予定日：令和２年６月１７日（水） 
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通知方法：FAX による。 

 

５．その他 

(1) 手続きにおいて使用する言語及び通貨 日本語及び日本語通貨に限る。 

(2) 関連情報を入手するための照会窓口 ４．(1) に同じ。 

(3) 詳細は別添資料「工事説明書」による。 

 



別紙１

NO. 設備名称 備考

基本仕様 用途 乗用

種別 普及エレベーター（ P-11-CO）

区分 ロープ式  機械室なし

最大定員 １１ 人乗り

積載重量 ７５０ ｋｇ

速度 ９０ ｍ／ ｍｉｎ

停止箇所数 ８ カ所（ Ｂ１ ～ ７ 階）

昇降行程 ２６ ． ３５ ｍ

電動機容量 ８ ． ７ ｋ Ｗ以下

電源　動力 三相　２００Ｖ

　　　電灯 単相　１００Ｖ

運転操作方式 乗合全自動方式

管制内容 地震時管制運転（閉じ込め時リスタート
運転）　：自動（Ｐ波、Ｓ波共）

火災時管制運転　：自動（及び手動）

停電時救出運転

非常用発電時管制運転（ 自家発時管制運
転）
ピット冠水時管制運転

乗り場関係 乗り場の戸の遮炎性能 防火設備

乗り場の戸の遮煙性能 あり

戸開閉方式 ２ 枚戸中央開き

乗り場とかごの隙間 １０ｍｍ以下

非常着床用出入り口 なし

三方枠（１Ｆのみ） ステンレス  ヘアライン仕上げ

戸（１Ｆのみ） ステンレス  ヘアライン仕上げ

幕板（１Ｆのみ） あり　ステンレス  ヘアライン仕上げ

乗場の敷居（１Ｆのみ） アルミニウム製材（硬質）又はステンレ
ス製

乗場ボタン（１Ｆのみ） 製造者標準仕様、大型ボタン・点灯式

障害者専用乗場ボタン（１Ｆのみ） 要（製造者標準仕様）

乗り場インジケータ（１Ｆのみ） 幕板組込横型

三方枠（１Ｆ以外） 鋼板製塗装仕上げ（１種）

戸（１Ｆ以外） 鋼板製塗装仕上げ（１種）

幕板（１Ｆ以外） なし

乗場の敷居（１Ｆ以外） アルミニウム製材（硬質）

乗場ボタン（１Ｆ以外） 製造者標準仕様、点灯式

障害者専用乗場ボタン（１Ｆ以外） 要（製造者標準仕様）

乗り場インジケータ（１Ｆ以外） 乗場ボタン組込形

対象設備一覧表　岐阜法務総合庁舎

エレベーターNo.11

規格等
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基本仕様 用途 乗用

種別 普及エレベーター（ P-09-CO）

区分 ロープ式  機械室なし

最大定員 ９ 人乗り

積載重量 ６００ ｋｇ

速度 ６０ ｍ／ ｍｉｎ

停止箇所数 ７ カ所（ Ｂ１ ～ ６ 階）

昇降行程 ２２ ． ７５ ｍ

電動機容量 ５ ． ６ ｋ Ｗ以下

電源　動力 三相　２００Ｖ

　　　電灯 単相　１００Ｖ

運転操作方式 乗合全自動方式

管制内容 地震時管制運転（閉じ込め時リスタート
運転）：有　自動（Ｐ波、Ｓ波共）

火災時管制運転：有　自動（及び手動）

停電時救出運転：有

ピット冠水時管制運転

乗り場関係 乗り場の戸の遮炎性能 防火設備

乗り場の戸の遮煙性能 あり

戸開閉方式 ２ 枚戸中央開き

乗り場とかごの隙間 １０ｍｍ以下

非常着床用出入り口 なし

三方枠（１Ｆのみ） ステンレス  ヘアライン仕上げ

戸（１Ｆのみ） ステンレス  ヘアライン仕上げ

幕板（１Ｆのみ） あり　ステンレス  ヘアライン仕上げ

乗場の敷居（１Ｆのみ） アルミニウム製材（硬質）又はステンレ
ス製

乗場ボタン（１Ｆのみ） 製造者標準仕様、大型ボタン・点灯式

障害者専用乗場ボタン（１Ｆのみ） なし

乗り場インジケータ（１Ｆのみ） 幕板組込横型

三方枠（１Ｆ以外） 鋼板製塗装仕上げ（１種）

戸（１Ｆ以外） 鋼板製塗装仕上げ（１種）

幕板（１Ｆ以外） なし

乗場の敷居（１Ｆ以外） アルミニウム製材（硬質）

乗場ボタン（１Ｆ以外） 製造者標準仕様、点灯式

障害者専用乗場ボタン（１Ｆ以外） なし

乗り場インジケータ（１Ｆ以外） 乗場ボタン組込形

2 エレベーターNo.2
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盤形式 警報盤

設置形式 壁掛形

表示・操作部 表示・操作なし

警報盤設置場所 建物内

電源識別表示 商用及び自家発電

管制運転表示 地震、火災、停電、ピット冠水

故障・安全装置作動の表示 あり

カゴ位置を表示するインジケーターと方
向表示

なし

各種管制運転を行う操作スイッチ あり

運転及び休止の切替えスイッチ（ パーキ
ングスイッチ）

あり

基準階切替スイッチ なし

故障警報リセットボタン（ 警報内蔵） あり

ランプチェックボタン あり

インターホン（ 親機） あり

インターホン（ 子機） あり

電源装置 交流無停電電源装置（ 停電保持時間２０
分）

3 警報盤
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